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１．2019年12月期第１四半期の連結業績（2019年１月１日～2019年３月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益 
親会社の 

所有者に帰属する 
四半期利益 

四半期包括利益 
合計額 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2019年12月期第１四半期 86,404 36.7 2,689 31.2 1,550 △19.9 788 △39.9 557 △53.0 1,115 952.1 

2018年12月期第１四半期 63,198 25.8 2,050 44.3 1,935 56.2 1,311 83.6 1,186 118.0 107 △63.1 

 

  
基本的１株当たり 

四半期利益 
希薄化後１株当たり 

四半期利益 

  円 銭 円 銭 

2019年12月期第１四半期 4.43 4.43 

2018年12月期第１四半期 11.62 11.56 

（注）2018年10月３日付で公募による新株発行及び2018年10月26日付で第三者割当による新株発行を行っており、これらによる増加株式数を含

めて当第１四半期連結累計期間の「基本的１株当たり四半期利益」及び「希薄化後１株当たり四半期利益」を算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2019年12月期第１四半期 212,043 56,071 53,604 25.3 426.83 

2018年12月期 181,577 58,277 55,362 30.5 441.02 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2018年12月期 － 0.00 － 21.00 21.00 

2019年12月期 －         

2019年12月期（予想）   0.00 － 24.00 24.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 
 
３．2019年12月期の連結業績予想（2019年１月１日～2019年12月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 
親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

基本的１株当たり 
当期利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 171,000 22.9 4,900 △0.2 4,200 8.1 2,600 5.5 2,100 1.5 16.72 

通期 385,000 23.7 19,000 26.1 17,500 34.2 11,400 31.6 10,000 29.9 79.66 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：有 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2019年12月期１Ｑ 125,584,700 株 2018年12月期 125,530,700 株 

②  期末自己株式数 2019年12月期１Ｑ 490 株 2018年12月期 490 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2019年12月期１Ｑ 125,549,543 株 2018年12月期１Ｑ 101,991,110 株 

 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料４ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間における事業環境は、国内においては、鉱工業生産指数が大きく低下して基調判断は

このところ弱含みとされ、主要顧客である大手メーカーにおいても一部で減産が生じましたが、底堅い内需が下支

えしている上、高い有効求人倍率が示す人手不足、さらには労働契約法や労働者派遣法の改正も追い風となって、

製造業のみならず、ＩＴや建設業、サービス業においても、当業界の活用ニーズは非常に旺盛であります。また、

製造工程では、メーカーにおいて自社雇用する期間工活用から派遣活用へのシフトが継続するとともに、日本人の

労働人口の減少に対応した外国人技能実習生の導入ニーズも非常に活発であります。開発工程では、これまでは届

出制の特定派遣を行っていた技術者派遣事業者において、労働者派遣法の改正により許可制に統一されたことを機

に、会社売却や事業売却等の淘汰が進んでおり、この売却等の動きはＩＴ系でも同様に見受けられます。 

このような国内の事業環境に対して当社グループでは、製造系分野では、労働契約法の改正に伴うニーズに対応

したＰＥＯスキーム（メーカーなどが直接雇用している期間工を、雇用が５年を超える前に当社グループにて正社

員として受け入れるスキーム）が顧客に高く評価されて進展し、１人当たり採用コストの上昇を抑えながら順調に

業容を拡大しました。なお、当社グループは、業績の平準化を目的に、半導体など生産変動が著しい分野への過度

の集中をさけた幅広い業種分散に努めており、特定分野の減産や工場の稼働停止等による業績への影響は限定的で

あります。また、外国人技能実習生の管理受託も、送出し国で大規模に事業展開する強みを活かした適切な管理実

績が高く評価され、国内で突出した首位の事業者として導入ニーズを捉えた結果、３月末の管理人数は12,000名を

超えるまでに成長しました。技術系分野においては、当社グループの教育機関であるＫＥＮスクールを活用して、

機械設計のみならず、ＩＴや建設、医薬分野に至るまで、多岐にわたって未経験者を教育して配属するスキームが

順調に進捗し、製造系同様に１人当たり採用コストの上昇を抑えながら順調に増員して業績を伸長させました。加

えて、新卒者の採用も好調であり、４月には連結で2,100名を超える新卒者が入社し、2020年には連結で2,600名を

超える新卒を採用する見込みであります。さらに、労働者派遣法改正に伴って事業を撤退する事業者の取り込みも

順調に進捗し、業界再編をリードしております。このほか、マクロな環境変化等の影響を受ける製造分野とは異な

り、景気変動の影響を受けにくい米軍施設向け事業等も順調に拡大するなど、業績の平準化を図る体制強化もより

一層進展しました。 

一方、海外の事業環境は、中国情勢は景気の減速懸念にとどまらず、米中関係が新たな冷戦の様相を呈して緊張

感が高まっており、欧州も景気減速への警戒感がにじむ中、英国のＥＵ離脱問題（ブレグジット）も混迷を極めて

おります。さらに米国では長短金利が逆転する逆イールドも発生しており、世界経済は一層先行き不透明な状況に

陥っております。しかし、各国では相応の経済成長が持続しており、日本と同様に人手不足に悩む欧州の先進国を

はじめとして、当業界を活用するニーズは旺盛であります。 

このような環境に対して、当社グループでは、これまでのアジア地域における日系メーカーとの取引拡充ととも

に、欧州や南米における大手多国籍企業との取引も拡大し、さらにはグループ会社間で相互に顧客を紹介し合う真

のＭ＆Ａシナジーといえる営業連携が進捗しています。また、人材不足の国に対して人材の余剰感のある国からス

タッフを送る人材流動化スキームがグローバル規模で進捗しており、各国の同業他社が人材採用をボトルネックと

して事業が伸び悩む中、当社グループは大きく業容を拡大しております。加えて、豪州や欧州の安定的な公共系ア

ウトソーシング事業も、順調に事業拡大しております。 

これらの取組によって、第１四半期として10期連続で売上収益の過去最高を更新し、営業利益も過去最高を大き

く塗り替えました。 

なお、Ｍ＆Ａを推進する当社グループは、売主が経営参画する中でのスムーズな引継ぎを目的に、当初は100％

未満の株式を取得し、残株式については将来的に株主が当社グループに売却する権利（以下、プットオプション）

を付す場合があります。この場合、将来の事業計画をもとにプットオプションの公正価値を評価し、これを負債計

上しております。 

当四半期における当該負債の再評価において、対象となるグループ会社の業績が想定より順調に推移したこと等

により公正価値が高まり、前期末との差額を一過性の金融費用として909百万円計上しました。なお、この費用は

連結上での処理となるため、税金計算には加味されず、四半期利益等に大きく影響を及ぼしました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上収益は86,404百万円（前年同期比36.7％増）、営業利益は

2,689百万円（前年同期比31.2％増）、税引前四半期利益は1,550百万円（前年同期比19.9％減）、親会社の所有者

に帰属する四半期利益は557百万円（前年同期比53.0％減）となりました。 
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セグメントの業績は次のとおりであります。 

（国内技術系アウトソーシング事業） 

国内技術系アウトソーシング事業におきましては、ＫＥＮスクールを活用した未経験者を教育して配属するスキ

ームが順調に進捗し、採用コストを抑制しながら採用人数を伸ばすことにより、メーカーの生産変動の影響を受け

にくくするための重点分野であるＩＴ分野や建設分野も順調に業容拡大しました。また、４月には約1,600名の新

卒が入社し、早期に配属を完了させて大きく業績に寄与していきます。2020年には当期比約400名増の2,000名を超

える新卒採用を目指しており、多くの先行費用が発生しておりますが、これらも2020年12月期後半には大きく利益

貢献する見込みです。 

以上の結果、売上収益は20,513百万円（前年同期比33.6％増）、営業利益は1,348百万円（前年同期比36.8％

増）となりました。 

 

（国内製造系アウトソーシング事業） 

国内製造系アウトソーシング事業におきましては、労働者派遣法の改正に伴う期間工から派遣活用への転換ニー

ズに対し、ＰＥＯスキーム戦略の進捗により、製造派遣・請負は順調に業容を拡大しました。 

管理業務受託におきましては、顧客メーカーの外国人技能実習生の活用ニーズは高まっており、実習生の送出し

国で大きく事業展開している当社グループの強みを活かした外国人の適切な管理が高く評価され、国内で突出した

首位の事業者として３月末の管理人数は12,000名を超えるまでに順調に進捗しました。 

また、期間工の有料職業紹介におきましては、派遣先メーカーにとって規制緩和となる労働者派遣法の改正が行

われた影響を受けて、期間工採用に向けた新規取引先の獲得は低調でしたが、既存顧客における生産動向を受けて

安定したニーズがあり、堅調に推移しました。 

以上の結果、売上収益は17,546百万円（前年同期比26.7％増）、営業利益は1,369百万円（前年同期比0.1％増）

となりました。 

 

（国内サービス系アウトソーシング事業） 

国内サービス系アウトソーシング事業におきましては、製造系とは異なり景気変動の影響を受けにくい米軍施設

向け事業において、当社の信用力を活かして利益率の高い大口受注が増加し、利益率の改善を伴って堅調に業容拡

大しました。 

以上の結果、売上収益は4,806百万円（前年同期比5.1％増）、営業利益は400百万円（前年同期比12.3％増）と

なりました。 

 

（海外技術系事業） 

海外技術系事業におきましては、豪州や英国といった先進国での安定的な公共向けを中心としたＩＴ等の技術系

アウトソーシング事業が順調に進捗し、大幅な増収増益となりました。また、豪州では、エンジニアのトレーニン

グを行うＫＥＮスクールモデルを始動させ、差別化を図る取組みを行っております。 

以上の結果、売上収益は10,364百万円（前年同期比41.4％増）、営業利益は583百万円（前年同期比88.5％増）

となりました。 

 

（海外製造系及びサービス系事業） 

海外製造系及びサービス系事業におきましては、中国の景気減速の影響やブレグジットをはじめとしたＥＵの混

乱の影響が一部では見受けられますが、それでも各国の景気動向は日本と比べるとおおむね高水準であり、当業界

の活用ニーズも高く活況であります。これに対して、アジアの日系メーカーとその他地域で取引する欧米系メーカ

ーへの顧客紹介等のクロス営業も強化しており、更には、人材不足の国に対して人材の余剰感のある国からスタッ

フを送る人材流動化スキームがグローバル規模で進捗しました。また、景気変動の影響を受けにくく安定している

公共関連も豪州及び欧州にて拡大しており、大幅に業容を拡大させて国内セグメントを凌駕する主力事業に成長し

ました。 

以上の結果、売上収益は33,014百万円（前年同期比50.4％増）、営業利益は481百万円（前年同期比26.7％増）

となりました。 

 

（その他の事業） 

その他の事業におきましては、自動車部品の開発・販売事業、特例子会社での障がい者による事務のシェアード

サービス事業及び手話教室事業等はおおむね堅調に推移しました。 

以上の結果、売上収益は161百万円（前年同期比10.5％増）、営業利益は２百万円（前年同期比90.5％減）とな

りました。 
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（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は212,043百万円となり、前連結会計年度末に比べ30,466百万円

の増加となりました。これは主にIFRS第16号「リース」の適用開始による使用権資産の増加等によるものでありま

す。 

負債につきましては、負債合計が155,972百万円となり、前連結会計年度末に比べ32,672百万円の増加となりま

した。これは主にIFRS第16号「リース」の適用開始によるリース負債の増加等によるものであります。 

資本につきましては、資本合計が56,071百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,206百万円の減少となりまし

たが、これは主に期末配当金の支払い等を反映したものであります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2019年12月期第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想につきましては、2019年２月14日に公表いたしました

連結業績予想から変更はありません。 

当該予想数値は現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおりま

す。実際の業績等は業況の変更等により、当該予想数値と異なる場合があります。 
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２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書

（単位：百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（2018年12月31日） 
 

当第１四半期 
連結会計期間 

（2019年３月31日） 

資産        

流動資産        

現金及び現金同等物   29,451   27,952

営業債権及びその他の債権   50,165   50,288

棚卸資産   1,509   1,446

その他の金融資産   4,508   10,653

その他の流動資産   8,003   8,477

流動資産合計   93,636   98,816

非流動資産        

有形固定資産   10,249   7,959

使用権資産   －   18,702

のれん   57,065   57,404

無形資産   11,288   11,230

その他の金融資産   5,378   13,215

その他の非流動資産   760   810

繰延税金資産   3,201   3,907

非流動資産合計   87,941   113,227

資産合計   181,577   212,043
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（単位：百万円）

 

   
前連結会計年度 

（2018年12月31日） 
 

当第１四半期 
連結会計期間 

（2019年３月31日） 

負債及び資本        

負債        

流動負債        

営業債務及びその他の債務   32,038   33,891

社債及び借入金   14,822   21,590

リース負債   －   14,671

その他の金融負債   4,271   1,708

未払法人所得税等   4,635   4,245

その他の流動負債   11,480   10,803

流動負債合計   67,246   86,908

非流動負債        

社債及び借入金   39,265   33,973

リース負債   －   19,099

その他の金融負債   11,125   10,329

退職給付に係る負債   1,914   1,971

引当金   881   997

その他の非流動負債   140   142

繰延税金負債   2,729   2,553

非流動負債合計   56,054   69,064

負債合計   123,300   155,972

資本        

資本金   25,123   25,133

資本剰余金   26,587   26,566

自己株式   △0   △0

その他の資本剰余金   △14,178   △14,121

その他の資本の構成要素   △2,160   △1,857

利益剰余金   19,990   17,883

親会社の所有者に帰属する持分合計   55,362   53,604

非支配持分   2,915   2,467

資本合計   58,277   56,071

負債及び資本合計   181,577   212,043
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（２）要約四半期連結損益計算書

（単位：百万円） 
 

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年１月１日 
至 2018年３月31日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年１月１日 
至 2019年３月31日） 

売上収益   63,198   86,404

売上原価   △50,948   △70,339

売上総利益   12,250   16,065

販売費及び一般管理費   △9,922   △14,215

その他の営業収益   87   969

その他の営業費用   △365   △130

営業利益   2,050   2,689

金融収益   359   297

金融費用   △474   △1,436

税引前四半期利益   1,935   1,550

法人所得税費用   △624   △762

四半期利益   1,311   788

         

四半期利益の帰属        

親会社の所有者   1,186   557

非支配持分   125   231

四半期利益   1,311   788

         

１株当たり四半期利益        

基本的１株当たり四半期利益（円）   11.62   4.43

希薄化後１株当たり四半期利益（円）   11.56   4.43
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（３）要約四半期連結包括利益計算書

（単位：百万円） 
 

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年１月１日 
至 2018年３月31日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年１月１日 
至 2019年３月31日） 

四半期利益   1,311   788

         

その他の包括利益        

純損益に振り替えられることのない項目        

確定給付型退職給付制度の再測定額   55   15

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する 

資本性金融資産の公正価値の変動 
  2   △53

純損益に振り替えられることのない項目合計   57   △38

         

純損益に振り替えられる可能性のある項目        

在外営業活動体の換算差額   △1,261   364

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する 

負債性金融資産の公正価値の変動 
  0   1

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計   △1,261   365

税引後その他の包括利益   △1,204   327

四半期包括利益   107   1,115

         

四半期包括利益の帰属        

親会社の所有者   57   875

非支配持分   50   240

四半期包括利益   107   1,115
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（４）要約四半期連結持分変動計算書

   

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金  資本剰余金   自己株式  
その他の 

資本剰余金 
 

その他の資本の構成要素 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

 

売却可能 
金融資産の 
公正価値の 
純変動 

 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する負債性
金融資産の公
正価値の変動 

    百万円   百万円   百万円   百万円   百万円   百万円   百万円 

2018年１月１日時点の
残高 

  7,131   8,843   △0   △5,814   458   283   －

                             

会計方針の変更の影響   －   －   －   －   0   △283   0

2018年１月１日時点の
修正後残高 

  7,131   8,843   △0   △5,814   458   －   0

四半期利益   －   －   －   －   －   －   －

その他の包括利益   －   －   －   －   △1,186   －   0

四半期包括利益合計   －   －   －   －   △1,186   －   0

                             

新株の発行   7   7   －   △4   －   －   －

配当金   －   －   －   －   －   －   －

株式報酬取引   －   －   －   21   －   －   －

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

  －   －   －   －   －   －   －

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

  7   7   －   17   －   －   －

企業結合等による変
動 

  －   －   －   －   －   －   －

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

  －   －   －   －   －   －   －

所有者との取引額合計   7   7   －   17   －   －   －

2018年３月31日時点の
残高 

  7,138   8,850   △0   △5,797   △728   －   0

                             

2019年１月１日時点の
残高 

  25,123   26,587   △0   △14,178   △2,365   －   0

                             

四半期利益   －   －   －   －   －   －   －

その他の包括利益   －   －   －   －   355   －   1

四半期包括利益合計   －   －   －   －   355   －   1

                             

新株の発行   10   10   －   △4   －   －   －

配当金   －   －   －   －   －   －   －

株式報酬取引   －   －   －   20   －   －   －

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

  －   －   －   －   －   －   －

その他の増減   －   △31   －   －   －   －   －

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

  10   △21   －   16   －   －   －

企業結合等による変
動 

  －   －   －   41   －   －   －

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

  －   －   －   41   －   －   －

所有者との取引額合計   10   △21   －   57   －   －   －

2019年３月31日時点の
残高 

  25,133   26,566   △0   △14,121   △2,010   －   1
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親会社の所有者に帰属する持分 

 
 
 

非支配持分 
 

 
 

資本合計 

その他の資本の構成要素 

 利益剰余金   合計 
確定給付
型退職給
付制度の 
再測定額 

 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する資本性
金融資産の公
正価値の変動 

  合計 

    百万円   百万円   百万円   百万円   百万円   百万円   百万円 

2018年１月１日時点の
残高 

  －   －   741   14,057   24,958   1,799   26,757

                             

会計方針の変更の影響   －   283   －   △28   △28   △6   △34

2018年１月１日時点の
修正後残高 

  －   283   741   14,029   24,930   1,793   26,723

四半期利益   －   －   －   1,186   1,186   125   1,311

その他の包括利益   55   2   △1,129   －   △1,129   △75   △1,204

四半期包括利益合計   55   2   △1,129   1,186   57   50   107

                             

新株の発行   －   －   －   －   10   －   10

配当金   －   －   －   △1,937   △1,937   △210   △2,147

株式報酬取引   －   －   －   －   21   －   21

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

  △55   －   △55   55   －   －   －

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

  △55   －   △55   △1,882   △1,906   △210   △2,116

企業結合等による変
動 

  －   －   －   －   －   △27   △27

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

  －   －   －   －   －   △27   △27

所有者との取引額合計   △55   －   △55   △1,882   △1,906   △237   △2,143

2018年３月31日時点の
残高 

  －   285   △443   13,333   23,081   1,606   24,687

                             

2019年１月１日時点の
残高 

  －   205   △2,160   19,990   55,362   2,915   58,277

                             

四半期利益   －   －   －   557   557   231   788

その他の包括利益   15   △53   318   －   318   9   327

四半期包括利益合計   15   △53   318   557   875   240   1,115

                             

新株の発行   －   －   －   －   16   －   16

配当金   －   －   －   △2,636   △2,636   △297   △2,933

株式報酬取引   －   －   －   －   20   －   20

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

  △15   －   △15   15   －   －   －

その他の増減   －   －   －   －   △31   －   △31

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

  △15   －   △15   △2,621   △2,631   △297   △2,928

企業結合等による変
動 

  －   －   －   △43   △2   △391   △393

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

  －   －   －   △43   △2   △391   △393

所有者との取引額合計   △15   －   △15   △2,664   △2,633   △688   △3,321

2019年３月31日時点の
残高 

  －   152   △1,857   17,883   53,604   2,467   56,071
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

該当事項はありません。 
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（会計方針の変更）

要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結財務諸表

において適用した会計方針と同一であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。 

当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。 

 

IFRS   新設・改訂の概要 

IFRS第16号 リース   リースの認識、測定、表示及び開示に関する基準の改訂 

IFRIC第23号 法人所得税の税務処理に関する不確実性   法人所得税の会計処理に不確実性を反映する方法を明確化 

 

（IFRS第16号「リース」の適用） 

 当社グループは、IFRS第16号「リース」（2016年１月公表、以下「IFRS第16号」という。）を当第１四半期連結

会計期間から適用しております。 

 IFRS第16号の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開始日

に認識する方法を採用しております。IFRS第16号への移行に際し、契約にリースが含まれているか否かについて

は、IFRS第16号C３項の実務上の便法を選択し、IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」という。）及びIFRIC第

４号「契約にリースが含まれているか否かの判断」のもとでの判断を引き継いでおります。 

 当社グループは、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリースについて、IFRS第16

号の適用開始日に、リース負債を認識しております。当該リース負債は、残存リース料を適用開始日現在の借手の

追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しております。適用開始日現在の連結財政状態計算書に認識さ

れているリース負債に適用している借手の追加借入利子率の加重平均は、2.4％であります。 

 前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース契約と連結財政状態計算書に

認識した適用開始日現在のリース負債の調整表は以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 
 

  金額 

2018年12月31日現在で開示した解約不能オペレーティング・リース契約 1,240 

   

2018年12月31日現在で開示した解約不能オペレーティング・リース契約（追加借入利子率で割引後） 1,196 

ファイナンス・リース債務（2018年12月31日現在） 2,869 

解約可能オペレーティング・リース契約 30,468 

その他 △541 

2019年１月１日現在のリース負債 33,992 

 

 また、適用開始日において要約四半期連結財政状態計算書に認識した使用権資産は19,331百万円、リース債権は

15,057百万円であります。リース債権は、流動資産及び非流動資産の「その他の金融資産」に含まれております。

要約四半期連結損益計算書に与える影響は軽微であります。 

 なお、当社グループは、IFRS第16号を適用するにあたり、以下の実務上の便法を使用しております。 

・適用開始日から12か月以内にリース期間が終了するリースについて、短期リースと同じ方法で会計処理 

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外 

・延長又は解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、事後的判断を使用 

 

（IFRIC第23号「法人所得税の税務処理に関する不確実性」の適用） 

 当社グループは、IFRIC第23号「法人所得税の税務処理に関する不確実性」（2017年６月公表、以下「IFRIC第23

号」という。）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。 

 この基準の適用による当社グループの業績又は財政状態に対する影響は軽微であります。 
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（セグメント情報）

① 報告セグメントごとの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

当社グループは、事業の内容別に区分されたセグメントから構成されており、「国内技術系アウトソーシング

事業」、「国内製造系アウトソーシング事業」、「国内サービス系アウトソーシング事業」、「海外技術系事

業」、「海外製造系及びサービス系事業」の５つを報告セグメントとしております。 

各セグメントの主な事業は以下のとおりであります。 

「国内技術系アウトソーシング事業」・・・当社子会社にて、メーカーの設計・開発、実験・評価工程への高

度な技術・ノウハウを提供するサービス、ＷＥＢ・スマートフォ

ン等の通信系アプリケーションやＥＣサイト構築、基幹系ＩＴシ

ステム・インフラ・ネットワークの各種ソリューションサービス

及び構築、医療・化学系に特化した研究開発業務へのアウトソー

シングサービス、建設施工管理・設計や各種プラントの設計・施

工・管理等の専門技術・ノウハウを提供するサービス、ＩＴスク

ール事業等を行っております。 

「国内製造系アウトソーシング事業」・・・当社及び当社子会社にて、メーカーの製造工程の外注化ニーズに

対し、生産技術、管理ノウハウを提供し、生産効率の向上を実現

するサービスを行っております。また、顧客が直接雇用する期間

社員等の採用代行（有料職業紹介）、期間社員及び外国人技能実

習生や留学生等の採用後の労務管理や社宅管理等に係る管理業務

受託事業及び期間満了者の再就職支援までを行う、一括受託サー

ビスを行っております。 

「国内サービス系アウトソーシング事業」・当社子会社にて、米軍施設等官公庁向けサービスやコンビニエン

スストア向けサービス、コールセンター向けサービス等を提供し

ております。 

「海外技術系事業」・・・・・・・・・・・在外子会社にて、欧州及び豪州を中心にＩＴエンジニアや金融系

専門家の派遣サービス等を行っております。 

「海外製造系及びサービス系事業」・・・・在外子会社にて、アジア、南米、欧州等において製造系生産アウ

トソーシングへの人材サービス及び事務系・サービス系人材の派

遣・紹介事業や給与計算代行事業を行っております。また、欧州

及び豪州にて公共機関向けＢＰＯサービスや人材派遣、欧州及び

アジアにて国境を越えた雇用サービスを行っております。 

「その他の事業」・・・・・・・・・・・・当社子会社にて、製品の開発製造販売や事務代行業務等を行って

おります。 
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② セグメント収益及び業績 

当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

前第１四半期連結累計期間（自 2018年１月１日 至 2018年３月31日） 

  報告セグメント 

その他の 
事業 

（注１） 
合計 調整額 

（注２） 
連結 

 
国内技術系
アウトソー
シング事業 

国内製造系
アウトソー
シング事業 

国内サービ
ス系アウト
ソーシング

事業 

海外技術系
事業 

海外製造系
及び 

サービス系
事業 

計 

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

売上収益                    

外部収益 15,359 13,848 4,574 7,329 21,943 63,053 145 63,198 － 63,198 

セグメント間収益 258 319 59 40 176 852 89 941 △941 － 

合計 15,617 14,167 4,633 7,369 22,119 63,905 234 64,139 △941 63,198 

売上原価及びその他の

収益、費用 
△14,631 △12,799 △4,277 △7,060 △21,739 △60,506 △215 △60,721 △427 △61,148 

セグメント利益 

（営業利益） 
986 1,368 356 309 380 3,399 19 3,418 △1,368 2,050 

（調整項目）                    

金融収益 － － － － － － － － － 359 

金融費用 － － － － － － － － － △474 

税引前四半期利益 － － － － － － － － － 1,935 

（注１）「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社子会社にて、製品の開発

製造販売や事務代行業務等を行っております。 

（注２）セグメント利益の調整額△1,368百万円は、企業結合に係る取得関連費用△234百万円、全社費用△1,167百万

円、特定の事業セグメントに配賦されない損益及びセグメント間の内部取引消去が含まれております。 

（注３）セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 2019年１月１日 至 2019年３月31日） 

  報告セグメント 

その他の 
事業 

（注１） 
合計 調整額 

（注２） 
連結 

 
国内技術系
アウトソー
シング事業 

国内製造系
アウトソー
シング事業 

国内サービ
ス系アウト
ソーシング

事業 

海外技術系
事業 

海外製造系
及び 

サービス系
事業 

計 

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

売上収益                    

外部収益 20,513 17,546 4,806 10,364 33,014 86,243 161 86,404 － 86,404 

セグメント間収益 367 295 10 26 314 1,012 194 1,206 △1,206 － 

合計 20,880 17,841 4,816 10,390 33,328 87,255 355 87,610 △1,206 86,404 

売上原価及びその他の

収益、費用 
△19,532 △16,472 △4,416 △9,807 △32,847 △83,074 △353 △83,427 △288 △83,715 

セグメント利益 

（営業利益） 
1,348 1,369 400 583 481 4,181 2 4,183 △1,494 2,689 

（調整項目）                    

金融収益 － － － － － － － － － 297 

金融費用 － － － － － － － － － △1,436 

税引前四半期利益 － － － － － － － － － 1,550 

（注１）「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社子会社にて、製品の開発

製造販売や事務代行業務等を行っております。 

（注２）セグメント利益の調整額△1,494百万円は、企業結合に係る取得関連費用△132百万円、全社費用△1,346百万

円、特定の事業セグメントに配賦されない損益及びセグメント間の内部取引消去が含まれております。 

（注３）セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 
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３．補足情報

当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

 
当第１四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日 

  至 2019年３月31日）

 

金額
（百万円）

構成比
（％）

前年同期比増減
（％）

国内技術系アウトソーシング事業 20,513 23.7 33.6

電気機器関係 3,741 4.3 22.4

輸送用機器関係 4,883 5.7 24.3

化学・薬品関係 1,634 1.9 182.2

IT関係 5,914 6.8 24.8

建設・プラント関係 2,943 3.4 50.1

その他 1,398 1.6 27.3

国内製造系アウトソーシング事業 17,546 20.3 26.7

電気機器関係 4,280 5.0 △7.5

輸送用機器関係 8,382 9.7 57.0

化学・薬品関係 1,291 1.5 7.3

金属・建材関係 1,230 1.4 27.3

食品関係 552 0.6 34.7

その他 1,811 2.1 39.0

国内サービス系アウトソーシング事業 4,806 5.6 5.1

小売関係 239 0.3 △40.2

公共関係 3,870 4.5 6.4

その他 697 0.8 29.7

海外技術系事業 10,364 12.0 41.4

電気機器関係 128 0.1 171.5

輸送用機器関係 262 0.3 289.4

化学・薬品関係 132 0.2 3.4

IT関係 1,005 1.2 19.5

金属・建材関係 51 0.1 △7.7

建設・プラント関係 22 0.0 △68.3

食品関係 26 0.0 －

小売関係 257 0.3 △25.4

公共関係 5,719 6.6 48.0

金融関係 2,010 2.3 74.9

その他 752 0.9 △0.9

海外製造系及びサービス系事業 33,014 38.2 50.4

電気機器関係 5,078 5.9 △5.1

輸送用機器関係 3,808 4.4 4.0

化学・薬品関係 1,000 1.2 25.3

IT関係 800 0.9 △1.2

金属・建材関係 330 0.4 △6.5

建設・プラント関係 510 0.6 29.3

食品関係 1,211 1.4 126.8

小売関係 7,282 8.4 250.6

公共関係 8,155 9.4 45.6

金融関係 453 0.5 △24.4

その他 4,387 5.1 148.7

その他の事業 161 0.2 10.5

合計 86,404 100.0 36.7

（注１）セグメント間の取引につきましては相殺消去しております。 

（注２）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（注３）セグメント区分は、事業の種類・性質の類似性を考慮して行っております。 
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地域別売上収益は、次のとおりであります。 

地域

 
当第１四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年３月31日）

 

金額
（百万円）

構成比
（％）

前年同期比増減
（％）

日本 43,026 49.8 26.8

アジア（除く、日本） 3,414 3.9 △27.6

オセアニア 11,783 13.6 28.8

欧州 26,225 30.4 86.6

南米 1,956 2.3 44.9

合計 86,404 100.0 36.7

（注１）セグメント間の取引につきましては相殺消去しております。 

（注２）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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